
産業人材育成課

総務・職業訓練推進担当

4598

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B136
精神障害者等訓練推進事業 労働費 職業訓練校費 技能向上訓練推進費

職業能力開発促進法第１５条の７、第１６条 挑戦項目

分野施策 040834 産業人材の確保・育成

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 8,085 959 677 6,449 8,085

前年額 0 0

平成29年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

職業訓
練費

事 業
期 間

平成29年度～ 根 拠
法 令

　障害者の求職状況は、新規求職申込件数が増加傾向に
ある中で、特に精神障害者等の求職申込件数が右肩上が
りに伸びている。
　また、平成30年4月から法定雇用率の算定基礎に精神
障害者が加えられることになっており、障害者雇用をめ
ぐる大きな変化が見込まれる。
　そこで、職業能力開発センターで精神障害者等を対象
とした職業訓練を実施し、安定的就労に結びつける。

（１）精神障害者訓練事業　8,085千円

（１）事業内容
　　　精神障害者訓練事業
　　　精神障害者等を対象とした職業訓練の実施

（２）事業計画
　　　・訓練科名：職域開発科（仮称）
　　　・対象者：精神障害者、発達障害者
　　　・訓練期間：6か月
　　　・定員　10人（5人×2回）
　　　　（平成29年度は5人×1回）
　　　・訓練内容
　　　　　社会生活適応訓練
　　　　　導入訓練
　　　　　基礎訓練
　　　　　応用訓練
　　　　　企業実習

（３）事業効果
　　　精神障害者等の安定的就労、企業の人材確保

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　福祉、教育等の関係機関との連携

備品購入費（国1/2・県1/2）
その他（県10/10）

9,500千円×2人＝190,000千円

前年との
対比

― 産業労働部 B136 ―
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